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は じ め に 

 

１ 背景・目的 

 これまで、道路設計（構造）は、政令（道路構造令）により道路管理者に関わらず一括で規定されており、

埼玉県では参考資料として「道路設計基準道路編」を編集し、道路計画・設計・施工を行ってきた。 

 しかし、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

（地方分権一括法）」の制定（平成 24年 4月 1日施行）により道路法が改正され、「都道府県道及び市町

村道の構造の技術的基準は、政令（道路構造令）で定める基準を参酌して、当該道路の道路管理者である地

方公共団他の条例で定める」ものとなり、設計車両、建築限界、橋・高架橋等の荷重条件を除き、当該道路

の管理者が条例で定めることとなった。 

 埼玉県では平成24年に「埼玉県が管理する県道の構造等の基準を定める条例」及び同規則を定め、埼玉

県が管理する道路において、道路設計等に用いる各種の技術基準等（法令、通達、指針等）の統一的な運用

を図り、かつ設計に関する省力化を目的として標準的な事項を整理した「道路設計の手引き道路編」を平成

２５年に策定した。 

 

＜埼玉県の道路設計基準類＞ 

名称 策定・改定年 

道路設計基準 昭和５６年（１９８１年）９月 

道路設計基準 道路編 平成 ３年（１９９１年）３月 

平成１２年（２０００年）１月 

平成１７年（２００５年）３月 

道路設計の手引き 道路編 平成2５年（２０１３年）３月 

令和 ２年（２０２０年） 月 

                       ※全面改定の履歴（一部改定を除く。） 

 

２ 適用範囲 

（１）本手引きは、埼玉県が管理する道路（道路法の道路）の計画・設計・施工に適用する。 

（２）本手引きの各基準において特に記述のない場合は、国道と県道の共通の基準として取り扱うものとす

る。 

（３）次の各項目に掲げる場合は、本手引きによらないことができるものとする。 

  なお、基準等の取り扱いに疑義が生じた場合は、担当課と協議するものとする。 

  ① 大規模または特殊な工事で、特別な配慮が必要な場合。 

  ② 新たな知見、新技術、新工法による場合。 

  ③ 転載、引用している各種技術基準等が改定され、それを技術基準として適用させる場合。 

  ④ その他、この手引きにより難い場合。 

 

 

３ 注意事項（引用・転載等の権利関係） 

（１）本手引きの編集、発行は、埼玉県県土整備部県土整備政策課です。 

（２）本手引きは、許可なく引用・転載や出版、販売することを禁じます。 

（３）本手引きの内容の一部は、他機関及び他団体が出版、発行する著作物からの引用・転載が含まれてい

ます。その部分の引用・転載等の取扱いについては該当する著作物を管理する機関及び団体へお問い

合わせください。（次項参照） 
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